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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期
第３四半期
連結累計期間

第68期
第３四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自平成28年７月１日
至平成29年３月31日

自平成29年７月１日
至平成30年３月31日

自平成28年７月１日
至平成29年６月30日

売上高 （百万円） 40,728 47,885 53,818

経常利益 （百万円） 802 997 859

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 634 542 664

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 721 655 753

純資産額 （百万円） 9,035 10,076 9,466

総資産額 （百万円） 32,408 34,667 33,100

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 377.26 322.61 395.29

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 27.0 27.0 26.5

 

回次
第67期
第３四半期
連結会計期間

第68期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成29年１月１日
至平成29年３月31日

自平成30年１月１日
至平成30年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 80.29 160.73

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．当社は、平成30年１月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社の異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当社は、平成30年３月５日開催の取締役会において、連結子会社である上燃株式会社の株式を追加取得し、完全子

会社化することを決議し、平成30年４月３日に株式を追加取得いたしました。

詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりでありま

す。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用所得環境の改善等を背景に、全体的には緩や

かな回復基調で推移いたしました。一方、海外経済の不確実性や地政学的緊張の増大等、依然として海外の政治経

済動向による影響が懸念されるなど、先行き不透明な状況が続いております。

　このような経営環境の中にあって、当社グループの当第３四半期連結累計期間の実績は、売上高47,885百万円

（前年同四半期比17.6％増）、営業利益844百万円（前年同四半期比6.8％増）、経常利益997百万円（前年同四半

期比24.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益542百万円（前年同四半期比14.5％減）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　建設関連事業

付加価値品を中心に納入していた大型物件工事が終了したことに加え、公共工事及び民間工事が低調に推移

し、減収減益となりました。

この結果、建設関連事業の売上高は8,229百万円（前年同四半期比16.8％減）、営業利益は175百万円（前年同

四半期比54.3％減）となりました。

②　電設資材事業

公共工事及び民間企業の設備投資需要が低調に推移する環境下にあって得意先開拓に注力した結果、増収とな

り、利益改善に努力した結果、増益となりました。

この結果、電設資材事業の売上高は20,707百万円（前年同四半期比2.8％増）、営業利益は335百万円（前年同

四半期比16.3％増）となりました。

③　カーライフ関連事業

石油部門では、燃料油の販売単価上昇により増収となるとともにコスト削減に努め、増益となりました。オー

ト部門では、車検・整備及び車両販売ともに順調に推移し、増収増益となりました。

また、当連結会計期間より上燃株式会社を当セグメントに加えております。

この結果、カーライフ関連事業の売上高は12,508百万円（前年同四半期比124.0％増）、営業利益は126百万円

（前年同四半期比6.2％増）となりました。

④　住宅・生活関連事業

主な事業として、農産物部門では、きのこ加工品やきのこ培地の販売量が順調に推移し、増収増益となりまし

た。不動産部門では、建売分譲物件の取扱いが増加し、増収増益となりました。

この結果、住宅・生活関連事業の売上高は6,439百万円（前年同四半期比26.0％増）、営業利益は328百万円

（前年同四半期比54.8％増）となりました。
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(2）財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は19,595百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,426百万円増

加いたしました。これは主に現金及び預金が763百万円、受取手形及び売掛金が483百万円増加したことによるもの

であります。固定資産は15,072百万円となり、前連結会計年度末に比べ140百万円増加いたしました。これは主に

無形固定資産が59百万円、投資その他の資産が29百万円減少したものの、有形固定資産が229百万円増加したこと

によるものであります。

この結果、総資産は、34,667百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,567百万円増加いたしました。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は16,042百万円となり、前連結会計年度末に比べ952百万円増加

いたしました。これは主に支払手形及び買掛金が290百万円、短期借入金が727百万円増加したことによるものであ

ります。固定負債は8,549百万円となり、前連結会計年度末に比べ5百万円増加いたしました。これは主に長期借入

金が66百万円減少したものの、退職給付に係る負債が75百万円増加したことによるものであります。

この結果、負債合計は、24,591百万円となり、前連結会計年度末に比べ957百万円増加いたしました。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は10,076百万円となり、前連結会計年度末に比べ609百万円増

加いたしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益542百万円によるものであります。

この結果、自己資本比率は27.0％（前連結会計年度末は26.5％）となりました。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①　基本方針の内容

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定

の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提

案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができな

い可能性がある等、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう虞のあるものや、当社グループの

価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が

十分に提供されないものもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から経営を負託された者の責務として、株主の皆様の

ために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉等を行う必要があると考えています。

②　具体的な取組み

イ．会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は昭和26年に地元特産物の商いを目的に起業し、以来60数年に亘って貨物運送・土木工事業、生コン製

造販売事業、石油製品小売事業、車両販売修理事業、コンクリート二次製品製造販売事業、産業廃棄物収集運

搬事業、ミネラルウォーター製造販売事業、ナチュラルチーズ加工販売等、更なる業績の向上に向けて事業展

開を図っております。また、関連子会社では、電設資材販売事業（昭和電機産業株式会社、信州電機産業株式

会社）、生コン製造販売事業（中国山東省で溜博高見澤混凝土有限公司等合弁３社７工場）、農業機械製造販

売事業（オギワラ精機株式会社）、住宅リフォーム事業（株式会社アグリトライ）、漬物卸販売事業（株式会

社ナガトク）、また近年には不動産事業を営む株式会社セイブやガソリンスタンド業の上燃株式会社等の株式

取得を実施し、業容の拡大を図っております。

当社グループの企業価値の源泉は、地域密着型企業として地域の皆様に約半世紀以上に亘りお届けしている

多種多様な製品とサービスにより築き上げられたブランド力と信頼関係にあると考えております。

また、環境保全への関心が高まっている中、当社グループにおいても自然環境の保護、循環型社会への実現

を目指し、環境に配慮し循環資源を利用したリサイクル製品の開発を行ってまいりました。現在長野県の「信

州リサイクル認定製品」として多くの当社製品群が認定されております。

環境問題が日本だけでなく地球規模で議論されている中、当社は上記のとおり約半世紀に亘り蓄積された当

社の開発技術力をノウハウとし、多種多様な基礎技術や製品を融合することにより、環境配慮型のオリジナル

製品の開発をするなどして当社のブランド力及びステークホルダーとの信頼関係を構築してまいりました。今
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後も当社のブランド力を活かし、更に経済的で高機能な製品の開発に取り組んでまいります。そして当社の将

来展望に立ち、時代と社会の要請に応え得る新しい事業の開発を今後も模索し、事業化することで地域社会の

皆様に貢献してまいります。

このように、時代のニーズをいち早くキャッチし、それに応え得るべく技術開発を進め、事業化することに

より顧客と当社グループには企業価値の源泉である厚い信頼関係が生まれてくるものと確信しております。

当社グループはこのような当社グループの企業価値の源泉を今後も継続し、更に発展させ、地域社会におけ

る社会的責任を高めることが、当社グループの企業価値、株主共同利益の確保、向上につながるものと考えて

おります。これらの取組みは、前述の基本方針の実現に資するものと考えております。

ロ．基本方針に照らして不適切な者に当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組

み

当社は、平成20年９月26日開催の当社定時株主総会にて株主の皆様のご承認をいただき、「当社株券等の大

規模買付行為に関する対応策」（以下、「本プラン」といいます。）を導入し、平成23年９月27日及び平成29

年９月26日開催の当社定時株主総会にて企業価値・株主共同の利益の確保・向上を目的とする、本プランの継

続がそれぞれ承認されております。

なお、本プランの詳細については、当社ウェブサイト（https://www.kk-takamisawa.co.jp/ir/）をご覧下

さい。

③　具体的な取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

前記②イに記載した当社の「中長期経営計画」及びそれに基づく様々な施策は、当社の企業価値・株主共同の

利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであります。

また、本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入されたものであ

り、当社の基本方針に沿うものであります。特に、本プランは、株主総会において株主の承認を得ていること、

その内容として合理的な客観的発動要件が設定されていること、業務執行を担当する取締役を監督する立場にあ

る社外取締役、社外監査役又は弁護士・大学教授等の社外有識者から構成される独立委員会が設置されており、

本プランの発動に際しては必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用

で第三者専門家の助言を得ることができるとされていること、有効期間を約３年間に限定している上、取締役会

により、何時でも廃止できるとされていることなどにより、その公正性・客観性が担保されており、高度の合理

性を有し、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とする

ものではありません。

 

(5）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、34百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,783,000

計 3,783,000

（注）　平成29年９月26日開催の第67期定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。こ

れにより、株式併合の効力発生日（平成30年１月１日）をもって、発行可能株式総数は15,132,000株減少し、

3,783,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,758,400 1,758,400

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 1,758,400 1,758,400 ― ―

（注）１．平成30年１月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株

式総数は7,033,600株減少し、1,758,400株となっております。

２．平成29年９月26日開催の第67期定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。

これにより、株式併合の効力発生日（平成30年１月１日）をもって、単元株式数が1,000株から100株に変更

となっております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成30年１月１日
（注）

△7,033,600 1,758,400 ― 1,264 ─ ―

（注）　平成29年９月26日開催の第67期定時株主総会決議により、平成30年１月１日付で普通株式５株につき１株の割

合で株式併合を行っております。

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

 

普通株式 386,000
 

― ―

完全議決権株式（その他）

 

普通株式 8,339,000
 

8,339 ―

単元未満株式

 

普通株式 67,000
 

― ―

発行済株式総数 8,792,000 ― ―

総株主の議決権 ― 8,339 ―

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己保有株式281株及び証券保管振替機構名義の株式300株が含まれ

ております。

３．平成30年１月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株

式総数は7,033,600株減少し、1,758,400株となっております。

４．平成29年９月26日開催の第67期定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。

これにより、株式併合の効力発生日（平成30年１月１日）をもって、単元株式数が1,000株から100株に変更

となっております。

 

②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社高見澤
長野県長野市大字鶴賀
字苗間平1605番地14

386,000 － 386,000 4.39

計 ― 386,000 － 386,000 4.39

（注）　平成29年９月26日開催の第67期定時株主総会の決議により、平成30年１月１日付で株式併合（普通株式５株に

つき１株の割合で株式併合）及び単元株式数の変更（1,000株から100株に変更）を行っております。当第３四

半期会計期間末日現在における自己株式数は77,307株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、

4.40％）となっております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年１月１日から

平成30年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年７月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、ながの公認会計士共同事務所、公認会計士宮坂直慶氏、公認会計士輿石直人氏による四

半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成29年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,927 3,691

受取手形及び売掛金 11,359 ※３ 11,843

商品及び製品 2,283 2,404

仕掛品 431 405

原材料及び貯蔵品 269 316

繰延税金資産 224 187

その他 717 795

貸倒引当金 △44 △49

流動資産合計 18,169 19,595

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 8,452 8,230

減価償却累計額 △5,900 △5,647

建物及び構築物（純額） 2,552 2,582

機械装置及び運搬具 6,095 6,157

減価償却累計額 △4,211 △4,262

機械装置及び運搬具（純額） 1,883 1,894

土地 6,151 6,163

リース資産 278 288

減価償却累計額 △132 △147

リース資産（純額） 146 141

建設仮勘定 34 229

その他 1,854 1,891

減価償却累計額 △1,529 △1,580

その他（純額） 324 310

有形固定資産合計 11,092 11,322

無形固定資産   

のれん 281 235

その他 317 304

無形固定資産合計 599 540

投資その他の資産   

投資有価証券 871 862

繰延税金資産 435 459

その他 2,170 2,108

貸倒引当金 △238 △220

投資その他の資産合計 3,239 3,209

固定資産合計 14,931 15,072

資産合計 33,100 34,667
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成29年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,818 ※３ 7,108

短期借入金 6,066 6,793

リース債務 50 50

未払法人税等 310 124

賞与引当金 474 351

その他 1,368 1,612

流動負債合計 15,090 16,042

固定負債   

長期借入金 5,980 5,913

リース債務 101 91

繰延税金負債 57 49

再評価に係る繰延税金負債 382 382

退職給付に係る負債 1,569 1,645

役員退職慰労引当金 194 212

環境対策引当金 116 116

資産除去債務 62 63

その他 77 75

固定負債合計 8,543 8,549

負債合計 23,633 24,591

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,264 1,264

利益剰余金 7,232 7,725

自己株式 △94 △94

株主資本合計 8,401 8,895

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 210 211

土地再評価差額金 96 102

為替換算調整勘定 168 219

退職給付に係る調整累計額 △95 △84

その他の包括利益累計額合計 380 448

非支配株主持分 684 732

純資産合計 9,466 10,076

負債純資産合計 33,100 34,667
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成29年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 40,728 47,885

売上原価 35,089 40,918

売上総利益 5,638 6,967

販売費及び一般管理費 4,848 6,123

営業利益 790 844

営業外収益   

受取利息 7 7

受取配当金 13 23

為替差益 42 23

仕入割引 118 122

不動産賃貸料 36 35

その他 57 125

営業外収益合計 275 338

営業外費用   

支払利息 102 95

持分法による投資損失 127 49

売上割引 22 23

その他 11 16

営業外費用合計 263 185

経常利益 802 997

特別利益   

固定資産売却益 2 17

投資有価証券評価損戻入益 22 －

負ののれん発生益 171 －

特別利益合計 196 17

特別損失   

固定資産売却損 9 7

固定資産除却損 6 21

投資有価証券評価損 － 7

減損損失 － 5

事務所移転費用 － ※ 61

特別損失合計 16 103

税金等調整前四半期純利益 982 910

法人税、住民税及び事業税 340 328

法人税等調整額 △5 2

法人税等合計 334 330

四半期純利益 647 579

非支配株主に帰属する四半期純利益 13 37

親会社株主に帰属する四半期純利益 634 542
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成29年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成30年３月31日)

四半期純利益 647 579

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 90 0

為替換算調整勘定 △22 45

退職給付に係る調整額 8 10

持分法適用会社に対する持分相当額 △3 18

その他の包括利益合計 73 75

四半期包括利益 721 655

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 714 604

非支配株主に係る四半期包括利益 6 50
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

 

前連結会計年度
（平成29年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（平成30年３月31日）

信州生コン㈱（借入債務） 23百万円 信州生コン㈱（借入債務） 110百万円

計 23 計 110

（注）　信州生コン㈱への債務保証は株主９社の連帯保証であります。

 

２　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度

（平成29年６月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年３月31日）

受取手形割引高 241百万円 215百万円

受取手形裏書譲渡高 1,432 2,158

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度

（平成29年６月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年３月31日）

受取手形 －百万円 91百万円

支払手形 － 387

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　事務所移転費用

当第３四半期連結累計期間(自　平成29年７月１日　至　平成30年３月31日)

事務所移転費用は、連結子会社の事務所移転費用等であり、主な内訳は解体費用20百万円、固定資産除却損30百

万円及び仮設移転費用10百万円であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産及び長期前払費用に係る償却費を含む。）及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成29年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成30年３月31日）

減価償却費

のれんの償却額

421百万円

9

483百万円

45
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成29年３月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月28日

定時株主総会
普通株式 42 5.00 平成28年６月30日 平成28年９月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年７月１日　至　平成30年３月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年９月26日

定時株主総会
普通株式 42 5.00 平成29年６月30日 平成29年９月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成29年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 建設関連 電設資材
カーライフ
関連

住宅・生活
関連

計

売上高        

外部顧客への売上高 9,888 20,145 5,583 5,110 40,728 － 40,728

セグメント間の内部
売上高又は振替高

82 20 210 96 410 △410 －

計 9,970 20,166 5,794 5,207 41,138 △410 40,728

セグメント利益 384 288 118 212 1,004 △213 790

（注）１．セグメント利益の調整額△213百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用であり、報

告セグメントに帰属しない本社の一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

（子会社の取得による資産の著しい増加）

当第３四半期連結累計期間において、株式会社セイブ及び同子会社の株式会社スマイルハウスの株式を取得し、

連結範囲に含めたことにより、前連結会計年度末に比べ、「住宅・生活関連」のセグメント資産が1,856百万円増

加しております。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「住宅・生活関連」セグメントにおいて、株式会社ナガトクを連結子会社化したことにより、のれんの金額に重

要な変動が生じております。なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては48百

万円であります。

 

（重要な負ののれん発生益）

「住宅・生活関連」セグメントにおいて、株式会社セイブ及び同子会社の株式会社スマイルハウスの株式を取得

し、新たに連結子会社としました。なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当第３四半期連結累計期

間において171百万円であります。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年７月１日　至　平成30年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 建設関連 電設資材
カーライフ
関連

住宅・生活
関連

計

売上高        

外部顧客への売上高 8,229 20,707 12,508 6,439 47,885 － 47,885

セグメント間の内部
売上高又は振替高

148 36 226 91 502 △502 －

計 8,378 20,744 12,735 6,530 48,388 △502 47,885

セグメント利益 175 335 126 328 966 △121 844

（注）１．セグメント利益の調整額△121百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用であり、報

告セグメントに帰属しない本社の一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成29年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成30年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 377円26銭 322円61銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
634 542

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
634 542

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,681 1,681

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成30年１月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。
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（重要な後発事象）

（連結子会社株式の追加取得）

当社は、平成30年３月５日開催の取締役会において、連結子会社である上燃株式会社の株式を追加取得し、完全

子会社化することを決議し、平成30年４月３日に株式を追加取得いたしました。

１．取引の概要

①　結合当事企業の名称及びその事業内容

結合当事企業の名称：上燃株式会社

事業の内容：石油製品販売、自動車買取・販売・関連用品販売、自動車整備業、損害保険代理業他

②　企業結合日

平成30年４月３日

③　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

④　結合後企業の名称

変更ありません。

⑤　その他取引の概要に関する事項

当社と上燃株式会社との連携を一層深めることにより、相乗効果をさらに拡大するべく、上燃株式会社の株

式33.4％を追加取得し、当社の完全子会社といたしました。今後、長野県における当社ネットワークのさらな

る充実化を図り、お客さまへのサービス向上に向け一層努めてまいる所存です。

 

２．実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株

主との取引として処理を行う予定です。なお、当取引については平成29年４月の当事企業の株式取得の一体の取

引として取扱い、支配獲得後に追加取得した持分に係るのれんについては、支配獲得時にのれんが計上されたの

ものとして算定いたします。

 

３．子会社株式の追加取得に関する事項

取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 523百万円

取得原価  523

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社高見澤(E01208)

四半期報告書

17/18



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年５月11日

株式会社高見澤

　取締役会　御中

 

 ながの公認会計士共同事務所

 

 公認会計士 宮　坂　直　慶　　　　印

 

 公認会計士 輿　石　直　人　　　　印

 

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社高見澤の平

成29年７月１日から平成30年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年１月１日から平成30年３

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年７月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

私たちの責任は、私たちが実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表

明することにある。私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

私たちは、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社高見澤及び連結子会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同

日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

 

利害関係

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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